
2026年8月3日
知財投資・活用戦略の有効な開示及びガバナンスに関する検討会

価値創造を加速する知財・無形資産投資・活用のガイダンス
コーポレートガバナンス・コード改訂を機会に、企業価値を向上させるために

付属資料
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ー主要ボトルネックの整理における参照箇所
○成長の道筋の構築
1.取締役会・経営陣の体制が、中長期の成
功のタネを追求できるようになっていない

1. 

1. 

1. 
1. 

コーポレートガバナンス・コードを踏まえた、ガイダンスを構成する主要ボトルネックの整理
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ー主要ボトルネックの整理における参照箇所
○成長の道筋の構築
2.中長期の価格決定力やゲームチェンジのために、
市場環境における自社の立ち位置を踏まえた参
入障壁の構築・移転・活用ができていない

○成長の道筋を踏まえた経営戦略の策定
3. 知財・無形資産のジレンマ－成長の糧に投資す
るほど利益が悪化して見える－が存在する
4. 攻めの参入障壁を構築するための戦略的な
部門連携や人的配置が実施できていない

○成長の道筋を踏まえた経営戦略の公表
5. 中長期成長に関心のある投資家への発信が
不足している

2. 

2. 

3. 
3. 

3,４

3,４ 5

3. 

3. 

3,4 

5 

コーポレートガバナンス・コードを踏まえた、ガイダンスを構成する主要ボトルネックの整理

3,4 
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主要ボトルネック１ 解消事例① 味の素株式会社

出典：味の素グループ ASVレポート2025を加工

７つの重要な経営事項の進化

当社は、2021年度の指名委員会等設置会社への移行に合わせて、
中長期的に企業価値に大きく影響を及ぼすと考える「7つの重要な経営
事項」を設定し、取締役会で審議してきました。2023年度の取締役会
の実効性評価において、中期ASV経営2030ロードマップで設定した当
社のありたい姿を実現させるためには、取締役会が審議すべき事項を改
めて検討し直すべきであるとの意見がありました。また、2030年ありたい
姿の実現のためには、より長期の事業環境の変化を理解しながら、
2030年よりもさらに長期のありたい姿を設定することが必要であるとの提
案もありました。これらを踏まえて、2024年度は取締役会での複数回に
わたる議論を経て、「7つの重要な経営事項」の見直しを行いました。
 「新・7つの重要な経営事項」を設定するにあたっては、「①味の素グ
ループとしての長期のありたい姿を定義し、②いかに中長期での成長を実
現し、将来価値の創造を目指すかそのために味の素グループはどのように
進むべきかを議論し、また、③その成長実現や価値創造のための挑戦の
土台となる企業活動の基盤を盤石にしていく」という3つの枠組みを設定
のうえ、持続的な企業価値向上のために取締役会で議論すべき重要な
経営事項を整理しました。

［７つの重要な経営事項の選定理由・狙い］
■ポートフォリオと資源配分および無形資産
中長期の成長と将来の価値創造を実現するために、ポートフォリオ戦略
（事業・地域・機能）と資源再配分を重要なテーマとして議論します。ま
た、ポートフォリオと連動する人財・技術・知財といった無形資産への投資
とその価値向上についても個別に審議し、これらのつながりを意識しながら
企業価値を高めていきます。

関連するガイダンスの記載：取締役会において、中長期での経営計画に関するアジェンダ（事業ポート
フォリオの組み換えや資源配分等）に、知財・無形資産への投資及び活用の観点を組み入れ、自社の
強みを活かし、伸ばす戦略を議論する体制を整備する



Q2：企業価値経営を掲げていますが、どのようにして企業価値を向上させま
すか？
A２：キャッシュ・フロー経営の強化、資本コストの低減を通じて企業価値の
向上につなげていきます
今回の中期経営計画の特色は、企業価値経営に大きく舵を切ったことです。
当社が考える企業価値経営は、財務資本の拡大・充実によって企業価値向
上を図ると同時に、技術力や人的資本、組織力、顧客基盤といった未財務資
本の強化を図り、新たな価値創造を加速させていくものです。この企業価値算
定式にもその考え方が込められています。CEO、CFOだけではなく、チームメン
バー（従業員）全員が企業価値の向上にどのように貢献することができるのか、
「自分事化」しながら取り組んでいこうというのが基本スタンスです。
期待成長率の向上
企業価値算定式のもう一つの変数である「期待成長率」については、PERの
向上という視点で考えた時に、当社の場合は、未財務資本の強化を通してフェ
ライトツリーの進化に取り組むことで高めていけると考えています。この未財務資
本の強化を実現していく上で大きな力となっているのが、長年受け継がれてきた
「機能対等」というTDK独自の企業文化です。当社においては、各事業部門、
開発部門、コーポレート部門を含め、それぞれの部門が持つ機能・役割に上下
関係はなく、所属部門や役職などにかかわらず誰もが対等の立場で、互いを尊
重しつつ自由に意見を交わすことができます。フェライトツリーの進化に向けた中
長期的な成長シナリオを検討する際にも、関連事業部門だけでなく、経営企画
部門、財務経理部門などさまざまな部門の人間が一緒に議論しています。この
ように部門の垣根や立場の違いを越えて、誰もが自由に意見を言い合える組織
風土こそが、当社における価値創造の原動力であり、課題事業のターンアラウン
ドなどにおける柔軟な対応力にもつながっていると思います。

Q2:TDKは総売上高の11.5%（2025年3月期）を研究開発に投資し
ていますが、今後も継続して投資していきますか？
A2：TDKが持続的成長を続けていくためにも、研究開発投資は優先的に
実施していく方針です。
TDKは創業以来、技術の会社として成長してきました。「マーケットイン」「コン
セプトアウト」の開発で早い段階からお客様と協議していく場合も、当社のソ
リューションや技術コンセプトが魅力的でなければプロジェクトは実現しません。そ
れだけに新製品・新技術の開発はもちろん、将来を見据えた長期にわたる研究
開発などに対しては、これからも継続的に投資していく方針です。技術力のさら
なる強化によって持続的成長を果たし、創出したキャッシュを次の技術開発に投
資していくポジティブな成長サイクルを実現したいと考えています。
（略）

Q3：知財戦略については、今後どのように強化していく予定ですか？
A3：各部門の連携強化によりグローバルなベストプラクティスの共有を図り、
技術開発や事業創出を加速させていきます。
2025年3月期からスタートした中期経営計画では、TDK独自の「フェライトツ
リー」の進化、すなわち将来の財務価値向上につながる「未財務資本」の強化
を大きなテーマの一つに掲げています。知的財産は当社の「未財務資本」の重
要な構成要素でもあるため、TDK全体の経営戦略や事業戦略と連動させな
がら知財戦略を進めていく必要があります。そこで当社では、特許情報に加えて
市場の技術トレンドや競合他社の動向、当社の事業・製品ロードマップなどの多
様な情報を重ね合わせて分析できる最新の情報ツールの導入を積極的に進め、
分析した情報を経営レベルの戦略策定に生かすのはもちろん、各部門での事業
や技術のマネジメントなどに活用しています。
（略）
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主要ボトルネック１ 解消事例② TDK株式会社

出典：TDK United Report 2025を加工

関連するガイダンスの記載：執行責任者に対して結果責任に基づく明確なインセンティブ構造を設け、
緊張感と高い当事者意識を兼ね備えた経営体制を構築することで、変化のスピードと技術の高度化に対
応する
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主要ボトルネック２ 解消事例① 株式会社イトーキ

関連するガイダンスの記載：自社の事業プロセスを個々の領域に細分化し、各領域における自社の強
みを、知財・無形資産を軸とした複数の観点から分解して可視化することで、競争優位の源泉となる差別
化要素を見極め、経営戦略に反映させる

出典：イトーキ統合報告書2025を加工
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主要ボトルネック２ 解消事例② 株式会社フジクラ

出典：「危機を乗り越え、技術で世界を切り拓く！フジクラの再生の
軌跡と未来戦略」（社長名鑑）2025年6月時点情報を加工

岡田直樹CEO：
最も大きな変化は、「すべての事業で戦略ストーリーを語れるようにする」という考え方が徹底されるようになったことです。従来は、顧
客から求められたものをつくって納品する、いわば受動的なスタイルでも十分に利益が出ていました。なぜなら、弊社の主要顧客はか
つての電電公社や電力会社といった国策を担う企業が多く、求められる要件も明確で、収益も安定していたからです。

しかし、国内の通信、電力インフラが行き渡った現在、そのビジネスモデルはもはや通用しません。競争相手が存在しない事業はあり
ませんし、価格競争に巻き込まれれば技術で差別化しなければ生き残れません。だからこそ、すべての事業で「なぜ勝てるのか」を論
理的に説明できる戦略ストーリーが必要になったのです。

ーー具体的にはどのような見直しを進めていったのでしょうか。

岡田直樹CEO ：
たとえば、光ケーブルであれば、すべての領域に手を出すのではなく、付加価値の高い領域に集中すべきという方針を打ち出しました。
汎用性の高い製品は新興国のメーカーでも十分に対応できます。一方、弊社にしかできない細径高密度・高性能なケーブルで勝
負すれば、価格だけではなく技術力でも勝てる。競合にどのように勝ち、どう差別化して優位性を保つか、事業戦略をストーリーとして
論理的に描くようにしました。

ーーその変革は社内でどんな変化をもたらしていますか。

岡田直樹CEO ：
2020年の経営危機を経て、「このままではいけない」という意識は全社的に共有されました。それ以降は、戦略的思考の必要性や
競争優位性への意識が徐々に定着し、今ではすべての事業が黒字化しています。単なるコストカットではなく、自ら考え、勝てる
フィールドで戦う姿勢が根づいてきたのではないかと思います。

関連するガイダンスの記載：自社の事業プロセスを個々の領域に細分化し、各領域における自社の強
みを、知財・無形資産を軸とした複数の観点から分解して可視化することで、競争優位の源泉となる差別
化要素を見極め、経営戦略に反映させる
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主要ボトルネック２ 解消事例③ Vectura Group plc (英)

出典：Vectura Group plc Annual Report and Accounts 2020を加工

Chief Executive’s statement

Financial review

関連するガイダンスの記載：顧客獲得目線で実施するオープン＆クローズ戦略に基づいたビジネスモデル
を設計することで、新規市場の創出や事業拡大を図る

事例解釈の補足
製造技術や臨床試験支援といった
ソリューションの提供によって顧客を
獲得するとともに、顧客製品に組み
込まれた自社コア技術のロイヤリティ
によって収益を得る、オープン＆ク
ローズ戦略を実施している
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主要ボトルネック２ 解消事例④ 株式会社日立製作所

出典：日立製作所 「Integrated Report 2025」を加工

関連するガイダンスの記載：アカデミアやスタートアップと連携し、他社の知財・無形資産も活用することで、
自社単独では到達不可能な事業領域を開拓する
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主要ボトルネック２ 解消事例⑤ 中外製薬株式会社

出典：中外製薬アニュアルレポート 2024,中外製薬HP-成長戦略「TOPI2030」を加工

関連するガイダンスの記載：中長期成長を見据えた他社との連携により、自社単独では不足する経営
資源を補完し合い、差別化要素となる知財・無形資産への集中投資を可能にすることで、参入障壁を再
構築する



11

主要ボトルネック３ 解消事例① 株式会社丸井グループ

出典：株式会社丸井グループHP「投資家情報ー経営方針ー人的
資本投資」（2026年6月時点情報）を加工

関連するガイダンスの記載：知財・無形資産への投資が、短期的には費用計上により財務指標を押し
下げる一方、中長期的には限界利益の向上に寄与することを、時間軸に沿って可視化を行う
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主要ボトルネック３ 解消事例② amazon.com, Inc.（米）

（和訳）当社は、長期的にはテクノロジーおよびインフラへの支出が増加すると見込んでおり、これは短期的なフリーキャッシュ
フローに悪影響を及ぼす可能性があります。これは、長期的成長を支えるために、人工知能や機械学習の取り組みを含め、
インフラや従業員を拡充するためです。

出典：amazon.com, Inc. 2025 Annual Reportを加工

関連するガイダンスの記載：成長投資の性格を有しながらも販売費及び一般管理費に計上されることと
なる研究開発、人材育成、ブランド管理、インフラ構築等に係る費用について、それによって構築される知
財・無形資産が中長期的な成長につながる因果関係について可視化を行う
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主要ボトルネック３ 解消事例③ ニッタ株式会社

出典：ニッタ株式会社 有価証券報告書－第96期
(2024/04/01－2025/03/31)を加工

関連するガイダンスの記載：
投資効果の時間軸や因果関係を踏まえた可視化を可能とする適切なKPIの設定に努める
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主要ボトルネック４ 解消事例① 富士フイルムホールディングス株式会社

関連するガイダンスの記載：知財部が、事業部門・技術部門等と密に連携し、市場成長性・技術の優
位性・競争力の持続性を見極めたうえで、攻めの視点での参入障壁を構築する戦略的な連携体制を整
備する

出典：富士フイルムホールディングス株式会社 「統合報告書2025」を加工
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主要ボトルネック４ 解消事例② 旭化成株式会社

関連するガイダンスの記載：経営企画等の全社的な戦略を扱う部門と知財産部との間で人的
交流が生じる仕組みを構築することで、部門間の連携を促進するともに戦略的な人的配置を実
現する

出典：旭化成株式会社 「知的財産報告書 2025」を加工
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主要ボトルネック４ 解消事例③ 株式会社レゾナック

関連するガイダンスの記載：出願戦略・契約設計のみならず、ビジネスモデルも一気通貫でデザ
インする知財と事業のハブ機能を担うポジションを設け、部門間の戦略的な連携を促進する

出典：株式会社レゾナック 「REASONAC REPORT 2025」を加工
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主要ボトルネック４ 解消事例④ 富士通株式会社

関連するガイダンスの記載：事業機会の探索、ビジネスモデル構築、国際標準・ルールの戦略的
活用等の戦略的活動を、知財部の担当領域として明確に位置付けることで、部門間の戦略的な
連携を促進する

出典：株式会社富士通 「富士通 統合レポート 2025」を加工
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主要ボトルネック５ 解消事例① 旭化成株式会社

出典：「無形資産戦略説明会の開催ご案内（2024年12月17日） 」（旭化成株式会社）
を加工

関連するガイダンスの記載：成長ドライバーである知財・無形資産を活用した新たなビジネスモデ
ルを示すとともに、中長期の企業価値向上に対する具体的な見込みを示す

出典：「無形資産戦略説明会 （2024年12月13日）」（旭化成株式会社）
を加工
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主要ボトルネック５ 解消事例② 富士フイルムホールディングス株式会社

投資家との対話内容の開示

関連するガイダンスの記載：
社外取締役や投資家等による外部視点での
見立てを用いながら、経営戦略と知財・無形
資産を一体的に捉える視点から、知財・無形
資産の潜在価値をわかりやすく投資家に説明
する体制を整備する

出典：富士フイルムホールディングス株式会社 「ESG説明会 富士フイルムグループの知的財産
戦略(2026年4月15日）」を加工
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「知財投資・活用戦略の有効な開示及びガバナンスに関する検討会」 委員名簿 （五十音順、敬称略）

（委員）◎座長 
荒木 充 株式会社ブリヂストン 知的財産部門 部門長 

和泉 恭子 富士通株式会社 ビジネス法務・知財本部
知財グローバルヘッドオフィス長

江良 明嗣 ブランズウイック・グループ パートナー
小野塚 恵美 エミネントグループ株式会社 代表取締役社長CEO 

◎ 加賀谷 哲之 一橋大学商学部 教授 
菊地 修 一般社団法人知財・無形資産ガバナンス協会 理事長 
三瓶 裕喜 アストナリング・アドバイザー合同会社 代表 
杉光 一成 金沢工業大学大学院イノベーションマネジメント研究科 教授 
武井 一浩 西村あさひ法律事務所・外国法共同事業 パートナー 
立本 博文 筑波大学ビジネスサイエンス系 教授
林 力一 株式会社野村総合研究所 コンサルティング事業本部 シニアプリンシパル 

松島 憲之 Alphaterra Advisory株式会社 シニア・エグゼクティブ・アドバイザー 
三菱UFJリサーチ＆コンサルティング株式会社 委嘱アドバイザー 

松原 稔 りそなアセットマネジメント株式会社
チーフ・サステナビリティ・オフィサー 常務執行役員 責任投資部担当 

森 俊彦 一般社団法人日本金融人材育成協会 会長 
（オブザーバー） 
金融庁企画市場局企業開示課、株式会社東京証券取引所
（事務局） 
内閣府知的財産戦略推進事務局、経済産業省経済産業政策局産業創造課、 
経済産業省経済産業政策局知的財産政策室、特許庁総務部企画調査課 
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リンク集

１．参考資料
・コーポレートガバナンス・コード（金融庁・東京証券取引所）

・価値協創のための統合的開示/対話ガイダンス（経済産業省）
・「稼ぐ力」の強化に向けたコーポレートガバナンスガイダンス（経済産業省）
・人的資本可視化指針（内閣官房・金融庁・経済産業省）
・成長投資ガイダンス（経済産業省）
・知財・無形資産ガバナンスガイドライン（内閣府）

・資本コストや株価を意識した経営の実現に向けた対応（東京証券取引所）
・「オープン＆クローズ戦略」事例集（経済産業省）
・知財経営の実践に向けたコミュニケーションガイドブック
～経営層と知財部門が連携し企業価値向上を実現する実践事例集～（特許庁）

・知財経営への招待
～知財・無形資産の投資・活用ガイドブック～（特許庁）

・企業成長の道筋
～投資家との対話の質を高める知財・無形資産の開示～（特許庁）

２．関連団体
・知財・無形資産ガバナンス協会
・知財・無形資産ガバナンス推進協会

https://www.fsa.go.jp/news/r7/singi/20260721.html
https://www.meti.go.jp/policy/economy/keiei_innovation/kigyoukaikei/ESGguidance.html
https://www.meti.go.jp/policy/economy/keiei_innovation/kigyoukaikei/ESGguidance.html
https://www.meti.go.jp/policy/economy/keiei_innovation/kigyoukaikei/ESGguidance.html
https://www.meti.go.jp/press/2025/04/20250430002/20250430002.html
https://www.fsa.go.jp/news/r7/sonota/20260323-1/20260323.html
https://www.meti.go.jp/shingikai/sankoshin/shin_kijiku/value_creation/pdf/20260721_guidance_01.pdf
https://www.cas.go.jp/jp/seisakukaigi/titeki2/tyousakai/tousi_kentokai/governance_guideline_v2.html
https://www.jpx.co.jp/equities/follow-up/02.html
https://www.meti.go.jp/policy/economy/hyojun-kijun/sesaku/open-close/index.html
https://www.jpo.go.jp/support/example/chizai_keiei_guide.html
https://www.jpo.go.jp/support/example/chizai-mukei-toushi-katsuyou-guide/
https://www.jpo.go.jp/support/example/ip_disclosure_for_stakeholder.html
https://ipiaga.org/
https://ipiagpa.net/
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